
「社外に開く」ことが経営力に直結する 

中小企業白書では、企業の情報開示や意

思決定の開放性が、成長性や組織力にどの

ような影響を及ぼすかが分析されています。

中小企業においても、経営情報を従業員や

外部関係者と共有し、対話を通じて意思決

定に反映させることで、業績に好影響をも

たらす傾向が確認されています。特に、成

長企業ほど事業計画や財務状況を「見える

化」し、取引先・金融機関との信頼関係を強

化している点が明らかです。 

 

社内での情報共有が組織の一体感を生む 

経営者が財務数値や経営方針を積極的に

社員と共有する企業では、業務への納得感

や主体性が高まる傾向があります。経営の

透明性は、単なる報告や開示ではなく、従

業員のモチベーションや巻き込み力にもつ

ながっているのです。特に中堅層や現場の

リーダー層に対し、経営課題や KPI（重要業

績評価指標）の背景を丁寧に伝えることで、

自律的な改善行動が生まれ、結果として業

績に好影響を与える好循環が形成されます。 

 

ガバナンス意識が外部の信頼を獲得する 

外部取締役の導入や経営会議体制の整備

など、いわゆる「ガバナンス改革」に取り組

む中小企業も増えてきています。これは上

場企業に限った話ではなく、特に第三者承

継や外部資金の導入を予定する企業にとっ

ては、「社長のワンマン体制」からの脱却が

必須です。金融機関・VC・自治体などの支援

者から信頼を得るためにも、経営判断の透

明性を制度として担保することが求められ

ます。開放性は、資金調達力・人材採用力の

向上にも直結するのです。 

 

「共有」と「協働」が成長の土台 

経営の透明性・開放性は、単なる形式整

備ではなく、経営者自身が変化を受け入れ、

周囲を巻き込む姿勢があってこそ成立しま

す。事業計画書の共有、月次業績のオープ

ン化、社内ミーティングでの双方向の議論

など、小さな取組の積み重ねが文化を作り

ます。支援機関や専門家との連携により、

統治体制の整備や報告書類の標準化も支援

可能です。中小企業がスケールアップを目

指すには、「閉じた経営」からの脱却が出発

点となるのです。 
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